
Vol. 48 No. 2 情報処理学会論文誌 Feb. 2007

買物支援サービス実証実験を通した
ユビキタスサービス合成技術の検証
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ユビキタス環境では，多種の機器・機能が連携した，コンテキストアウェアサービス実現が期待さ
れている．そのためには，ユーザ状況に応じてサービスコンポーネントを動的に発見，バインドする
サービス合成技術がキーとなる技術であり，著者らは意味的情報を用いたサービス合成技術の研究を
してきた．今回，著者らが開発したサービス合成技術を，大阪大学のコンテンツ流通エージェント技
術，日立製作所の大量モビリティ対応認証技術と連携し，ユーザの買物支援を行うサービスを実現し
た．本稿では，青森県五所川原市のエルムの街ショッピングセンターで 2006年 2 月に行った買物支
援サービス実験を通した，サービス合成技術の実用性評価と，産学連携による利点と課題について報
告する．
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In ubiquitous computing environments in the future, context-aware services are expected.
Therefore, a service composition technology that discovers and binds suitable service compo-
nents dynamically is a key technology, and we study it using semantic information. This time,
we achieved the shopping support service, using our service composition technology, content
distribution agent technology of Osaka university, and mobile terminals authentication tech-
nology of Hitachi Ltd. In this paper, we reported the field trial of shopping support service
in Elm shopping center in Aomori. Through the field trial, we evaluated the effectiveness of
our service composition technology and merits/problems of industry-university cooperation.

1. は じ め に

IT技術の進歩にともない，PCだけでなく，携帯電

話，家電，センサなど様々な機器がネットワークにつ

ながりユーザ生活を支援する，ユビキタスネットワー

ク環境1) が実現しつつある．ユビキタスネットワーク
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環境では，これらの機器・機能が有機的に連携するこ

とで，従来は実現が困難だった，ユーザ状況・嗜好に

適したコンテキストアウェアサービス2)の提供が期待

される．

ユーザニーズは，時間，場所などのユーザコンテキ

ストに応じて変化するため，サービス提供者があらか

じめすべてのパターンのサービスを準備するのでなく，

その場の状況に応じてサービス部品を組み合わせて

サービスを実現する，サービス合成技術が注目を集め

てきた．著者らの研究はサービス合成技術に関する研

究で，Semantic Web技術を用いて意味的に記述した

サービスフロー（本稿ではサービステンプレート：ST

と呼ぶ）に基づいて，サービスコンポーネント（本稿
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ではサービスエレメント：SEと呼ぶ）を動的に発見・

バインドすることでサービスを実現するアプローチを

採用している3)～7)．意味情報を用いたサービス記述に

より，SEの実装形態によらない記述が可能，意味的

に同等ならばインタフェースが異なっていても解決し

てバインド可能，非プログラマでも STの記述変更に

よりサービス変更が容易，といったメリットがある．

また，ユビキタスネットワーク技術に関わる研究動

向として，総務省では平成 15年度より情報通信に関

わる研究として，5カ年計画でユビキタスネットワー

ク技術研究開発の研究委託を行っており，著者らの研

究もその 1つである．これらの研究開発では，ユビキ

タスネットワークの早期実現のため，委託研究機関間

で，産学の枠を超えた連携研究が行われてきた．その

産学連携の 1つとして，著者らが開発したサービス合

成技術を，大阪大学のコンテンツ流通エージェント技

術，日立製作所の大量モビリティ対応認証技術と連携

することで，ユビキタスネットワーク環境で，ユーザ

の買物支援を行うサービスを具現化した．

本稿では，青森県五所川原市のエルムの街ショッピ

ングセンター8) で 2006年 2月に行った買物支援サー

ビス実証実験を通した，サービス合成技術の実用性評

価と，産学連携による利点・課題について報告する．

本稿は以下の構成をとる．2章でサービス合成技術

の概要を説明する．3章で，ショッピングセンター向

けの買物支援サービスを提案し，実験目的を整理する．

4章では，サービス概要，実験システムと諸元につい

て述べ，5章で実験結果とその評価を行う．6章では，

関連研究についてふれ，7章でまとめを行う．

2. サービス合成技術概要

本研究の目的は，個人端末やネットワークサーバに

搭載されたサービス合成エンジンにより，ネットワー

ク上の SEを自由に組み合わせ，ユーザ用のカスタマ

イズサービスを実現する基盤技術の確立である．

本稿では，対象とする SE は Web Service（以降

WS）と Universal Plug and Playデバイス9)（以降

UPnP）とし，SE はどのような機能かのサービス記

述をネットワークに公開している，ということを前提

とする．WS と UPnP 以外のサービスコンポーネン

トは，Java2WSDL などの市中技術を用いてWS に

変換し，WSとして呼び出すとする．これらの公開さ

れ利用可能な SEを，合成エンジンが STに基づいて

発見，バインドすることで合成サービスを実現する．

既存技術として，個々のWSを連携させる手法であ

る，WS-BPEL（Web Service Business Process Ex-

図 1 サービス合成技術の概要
Fig. 1 Outline of service composition technology.

ecution Language）10) が注目を集めている．しかし，

BPELは元来B2Bが対象であり，ユーザが未知のWS

を状況に応じて発見しバインドするには向いていない．

具体的には，サービスフローである BPEL文書には，

個々のWSのポートタイプ名およびオペレーション名

が記述され，それらが完全一致のWS，すなわちほぼ

1つのWSにしか適用できず，状況適応性がない．

BPELの課題を解決するため，私たちはサービスフ

ローである STに個々の SEのインタフェース名を記

述するのではなく，欲する機能の意味的メタデータを

用いて抽象的に記述し，インタフェース名は異なるが

機能は同等な SE群を発見し，ユーザ状況に応じて選

択可能にすることで，状況に応じたサービス実現を目

指している．サービス合成の概要を図 1 に示す．

ここで，メタデータを用いて STを記述し，サービ

ス合成することを考えた場合，欲する機能にマッチす

る SE を数多く発見し利用できることが課題であり

（多くの候補により選択肢が増え，カスタマイズ性に

優れる），以下の 3つが必要となる．

• ST記述者が個々の SEの詳細実装を意識せず記述

できるよう，統一的形式で記述が可能であること．

• 既存コンポーネントをそのまま利用できるように，
SEの記述は標準または標準候補の記述を採用す

ること．

• メタデータの語彙定義を統一的に定めるのは困難
であるため，語彙の違いを解決し，同等機能なら

ば利用可能であること（例：車と carは両方利用

可能）．

これらの条件から，SEの記述に，近年進んできた

Semantic Web Services技術（たとえば，文献 11)）の

OWL-S（Web Ontology Language for Services）12)

を用いた方法を採用している．OWL-Sは，3つの記述

部からなり，Profile記述はどのようなサービスを提供

するかの情報であるサービス属性を記述し，Process
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図 2 ST と BPEL 記述（ただし，関連部のみ抜き出し，省略して
いる部分あり）

Fig. 2 Description of ST and BPEL.

記述はどのように動くかの情報である抽象的 Process

の入出力や事前条件，効果を記述し，Grounding 記

述はどのようにアクセスするかの情報であり，抽象

Processと実際のオペレーションのマッピングを記述

する．

OWL-S を採用した理由は，以下のとおりであ

る．まず，実際のオペレーションにマッピングされる

Processは，UPnP，WSに中立な記述であり，ユー

ザは Processを実オペレーションのメタデータとして

使うことで，SEの詳細な実装を意識せず STを記述で

きる．次に，OWL-SはW3Cの標準候補であり，将

来的にはOWL-Sで記述されたサービスコンポーネン

トがネットワークに遍在することが想定される．さら

に，後述のメタデータ関係を OWL（Web Ontology

Language）で記述してリンクをたどって語彙を解決

する，著者ら提案の語彙解決方式と親和性が高い．

このような理由から，SEは OWL-Sをネットワー

クに公開することとし，それに対応して STは以下の

ように記述する．STは利用する SEの機能を，カテ

ゴリ名（同等 SE機能をカテゴライズした単位）とオ

ペレーションメタデータで指定し，指定した各カテゴ

リ間の情報引継ぎをあわせて記述する．ここで，オペ

レーションメタデータは，OWL-Sの Processとその

パラメータにあたる．カテゴリ間の情報引継ぎには，

前のカテゴリのパラメータを，別カテゴリのどのパラ

メータに入れるかのマッピングが記述される．ST記

述例を図 2 に示す．STは BPELを参考にしており，

BPEL との差分はポートタイプをカテゴリで，オペ

レーションを Atomic Processで意味記述していると

ころであり（それ以外に，サービス実行中に SEを検

索するタグ searchを拡張定義），それ以外はほぼ同じ

である．

図 2では，BPELは，JALの航空券予約Webサービ

スと，Toyotaレンタカー予約WebサービスのWSDL

上のオペレーションを指定して記述しているため，こ

れ以外の組合せの連携は行えない．たとえば，旅行先

に Toyota レンタカーがない場合は，Nissan レンタ

カーなど別Webサービスのオペレーションを指定し

た BPELを記述する必要がある．一方，STは，ポー

トタイプのメタデータであるカテゴリと，オペレー

ションのメタデータである Atomic Processで指定し

ており，サービス実行時にこのメタデータと意味的に

同等な機能を持つ候補 SEから選択が可能である．図 2

の STの例では，航空券予約後，旅行先にあるレンタ

カー予約 SEを検索しているため，旅行先に応じて別

STを記述する必要がなく，1つの STで様々な SEの

組合せに対応できる．

ユーザがサービスを利用する際のフローを図 1 を

用いて説明する．前提として，SEはインタフェース

情報をWSDLやUPnP文書で記述し，インタフェー

スの意味記述をOWL-Sの Processの入出力メタデー

タや事前条件や効果を用いて記述し，これらの意味

記述と実インタフェースとのマッピングをOWL-Sの

Grounding を用いて記述しているとする．ユーザが

サービス合成エンジンに STを入力すると，合成エン

ジンは，STに記述されたメタデータを用いて，意味

記述レイヤで同等な SE群を検索し発見する．次に発

見された SE群の Profileとユーザコンテキスト，ユー

ザポリシのマッチングで点数をつけ，高得点の SEを

自動選択する7)．ユーザコンテキストはユーザの位置，

時間などの状況，ユーザポリシはどのような SEを優

先するかの情報，Profileは SEの位置や値段，提供者

などの属性情報である．利用する SEが決定された段

階で，合成エンジンは，選択 SE の Grounding を介

して SEの実際のインタフェース（WSDLや UPnP）

に変換して，SEをバインドする．

ここで，メタデータどうしの関係を，OWLの sub-

ClassOf や equvalentClass などのプロパティを用い

て記述しておくことで，意味記述レイヤにて同等な機

能を持つ SEの柔軟な検索が行える．たとえば，意味

的には同じだが，異なる語彙で定義されたメタデータ

の場合（例：車と carなど）も，オントロジ管理 DB

に登録されたメタデータどうしのOWLリンクをたど

ることで，語彙解決が可能である．

オントロジ管理方式を図 3 を用いて説明する．ここ

で，オペレーションメタデータ群を目的ごとにカテゴ

ライズしたものをカテゴリと呼ぶ（例：乗り物など）．

図 3 の長方形はカテゴリ，小文字は該当カテゴリに属

するオペレーションメタデータ，矢印は OWLのプロ
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図 3 カテゴリツリーを用いたメタデータ解決
Fig. 3 Metadata resolution using category management

tree.

パティを示すものである．たとえば，カテゴリ B に

いくつかのオペレーションメタデータが定義されてい

るが，新しい機能を作った SE作成者が Hというカテ

ゴリを作り，新たなオペレーションメタデータ h3を

追加し，既存カテゴリとの継承関係を OWL の sub-

ClassOfプロパティで記述する．これが繰り返される

ことで，カテゴリツリーが形成される．カテゴリの継

承関係だけでなく，異なる語彙のメタデータの同値関

係も OWLの equivalentClassプロパティで記述でき

る（カテゴリ車と car）．図 3 で，STに利用する機能

として c3 が記述されている場合は，OWLリンクを

たどり，c3か c3’を持つ car，車，バス，スーパカー

カテゴリに属している SEが検索される．なお，これ

らの OWLリンクはオントロジマッピング技術13),14)

により半自動で抽出が可能であり，オントロジ管理の

手間を低減させている．

合成エンジンは，このようにOWLリンクを用いて

意味的な検索を行う検索機能部と，ユーザコンテキス

トに応じて点数付けを行い SE選択を行う選択機能部，

Grounding を介して実インタフェースに変換してバ

インドする実行機能部を実装している．実装環境は，

Windows XPの PCに Java言語（JDK1.4.2）で実

装しており，利用したミドルウェアはTomcat 4.1.31，

Axis 1.1，Jena 2.1，Jetty 5.1.3である．また，SE管

理データベース，オントロジ管理データベース，ユー

ザコンテキスト保持機能なども，同様にWindows XP

の PCに Java言語（JDK1.4.2）で実装しており，利

用したDBMSは PostgreSQL8.0である．合成エンジ

ンの実装詳細は文献 6)を参照されたい．

サービス合成技術により，以下のような効果がある．

• STの意味的記述により，仕様変更が容易

仕様変更に対して，SE側の詳細を意識せずに STの

メタデータ変更のみで対応できる．これは，意味記述

レイヤで検索後に Groundingを介して実際のインタ

フェースやエンドポイントを解決できること，UPnP

やWS などの実装によらず同じ ST で記述できるこ

と，STはプログラムでなく一般人にも可読性ある日

本語などで記述できること，という特徴による．

• 既存 SEの再利用による，開発効率向上

SE がWS や UPnP などの疎結合コンポーネント

であるうえに，インタフェースは異なっても意味的に

同等ならば，1 つの ST から Grounding を介して利

用可能なため，再利用性を高めている．

• ユーザコンテキストに応じた SE選択可能

ユーザコンテキストとユーザポリシ，SE Profileの

マッチングで点数付けをして適切な SEの自動選択が

できる7)．たとえば，近い SEを優先的に選択したい

というユーザポリシだと，そのポリシに対応した評価

関数として以下のようなものを利用して点数付けする．

F(userLocation , seLocation) = exp(−(ユーザ

北緯− SE北緯)2 − (ユーザ東経− SE東経)2)

近さだけでなく安さなど様々な評価関数の重ね合わ

せでユーザポリシを設定可能である．

• 意味記述レイヤでの柔軟な同等機能の検索
ST記述のメタデータと完全一致でなくても，OWL

の同値・継承関係をたどることで，同等機能の検索が

可能である．ただし，本仕組みは，本実験では，関係

機関の要望になく，評価をしていない．オントロジ利

用時の性能等については，文献 6)を参照されたい．

3. 買物支援サービス提案と実験目的

現在，各地にショッピングセンターやデパートがあ

り，多くの商品が集まることにより集客効果を高めて

いる．ショッピングセンターには，多くのお客がくる

が，お客側のニーズとして，

• 初めて来るお客にとって，欲しい商品がどこにあ
るか分からないため，案内が欲しい，

• 情報が多過ぎるため，自分の嗜好にマッチした商
品情報やタイムセール情報，新品情報などだけ欲

しい，

• 自分および，家族や友達が欲しいものをリマイン
ドしてくれると助かる（例：家の牛乳が足りなく

なった母が情報掲示板のようなものに登録してお

くと，牛乳売り場に近づいた息子に牛乳を買うよ

う通知），

などがある．また，ショッピングセンター側には，

• 個人個人にターゲットを絞って広告をしたい，
• インターネットや PCなど ITの知識が少ないお

客にも情報を届けたい，

• 会員カードなどを持つ限定顧客にだけ得な情報を
届けて，リピータを増やしたい，
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といった要望がある．

そこで，今回，NTTのサービス合成技術および大阪

大学のコンテンツ流通エージェント技術，日立製作所

の大量モビリティ対応認証制御技術を連携して，ユー

ザのセンター内での位置や時間やユーザ属性（年齢，

性別，趣味，欲する商品リストなど）に応じて，タイ

ムセール・新品入荷・推薦商品などの適切な情報を，

マスコットやモニタや PDAを介して提供する，買物

支援サービスを実現した．そして，開発した買物支援

サービスを，エルムの街ショッピングセンターにおい

て，実証実験を行った．

これらの機関での連携にいたった経緯は以下のとお

りである．NTTはサービス合成技術の実用性検証の

ため，実フィールドでの実験を検討して提案していた．

その中で，ユビキタス技術に興味を持つ青森県よりエ

ルムの街をご紹介いただいた．ショッピングセンター

での利用を考えた際は，認証などのセキュリティ技術，

ユーザに適切な商品を提案するための高適合率の商

品推薦技術が必要であり，総務省のユビキタス委託研

究のメンバでもある，日立製作所の認証技術と大阪大

学の推薦技術が要望にマッチしていたため，3機関で

連携を行うこととし，迅速な実験システム構築を実現

した．

IT 技術を用いた類似情報提供サービスとして以下

のものがある．アマゾン15) は協調フィルタを用いた

商品提案サービスを行っている．また，携帯電話の位

置に応じて，近傍商店のクーポンをメールするサービ

スがある．美術館などで，RFID（Radio Frequency

IDentifier）を用いてユーザ位置を取得し，ユーザ近

傍の美術品の説明を PDAに配信するサービスがある．

しかし，アマゾンは仮想世界に閉じており，実際の商

品を見に行く動機付けに欠ける．携帯電話によるクー

ポンサービスはコンテキストアウェア性がなくスパ

ムになりやすい．美術館説明サービスは，ユーザ位置

には応じているが属性・嗜好に応じた説明はされてい

ない．

今回実験する買物支援サービスは，ユーザやその家

族が事前登録した興味を有する商品をマスコット振動

を用いて通知するリマインドサービスと，モニタや

PDAを用いて，近くの商品でユーザ属性に合った新

作情報・タイムセール情報などの商品情報を表示する

推薦サービスを通して，ユーザに実際の商品を見るこ

とを促し，購買意欲を促進させることを目指している．

次章で買物支援サービス構成を説明するが，サービ

ス合成エンジンが様々な機器・機能を連携することで

買物支援サービスを実現する．実験目的は，開発およ

び実験を通して，以下の 5つの検証を行うことである．
1©動的な発見/バインドを行うが性能は問題ないか．

2© STの意味的記述により，仕様変更が容易か．
3© 既存 SEの再利用性により，開発効率は高いか．
4©合成エンジンがユーザコンテキストに応じて，適

切なデバイス，サービスを合成可能であるか．
5© 買物支援サービスがユーザにとって魅力的か．

このうち，1©～ 4©がサービス合成技術の評価，5©は
3機関で技術連携した買物支援サービス全体の評価で

ある．評価は，データログを用いた客観評価と，ユー

ザアンケートを通した主観評価の両面から行う．

なお，共同研究機関である，大阪大学は商品推薦ロ

ジックやコンテンツエージェントの性能評価，日立製

作所は認証技術の実用性評価を，主な目的としている．

4. 買物支援サービスシステム構成

本章では，実証実験サービス概要と機能構成，サー

ビスフロー，実験諸元を説明する．

4.1 サービス概要

お客は，以下の形で買物支援サービスを利用する．

1© ユーザ情報登録：受付でユーザ情報を入力する．

情報は，性別，年代，星座，職種（会社員，研究職な

ど 12種から選択），興味ジャンル（衣類，スポーツな

ど 19個から複数選択），フリーワード，具体的に興味

ある商品で，前 4 つは必須，後 3 つはオプションで

ある．
2© 端末選択：端末を，カード，マスコット，PDA

から選択する．カードはパッシブ RFIDタグがついて

おり，センター内配置の情報提供 Box のリーダにか

ざすことで商品情報をモニタに表示できる．マスコッ

トはアクティブ RFID とパッシブ RFID タグが付い

ており，移動中に振動や発声で近傍商品を通知したり，

情報提供Boxのリーダにかざすことで商品情報を閲覧

したりできる（図 4）．PDAは，アクティブ RFIDタ

グが付いており，移動中に近傍商品の画像を表示でき

る．端末 IDとユーザ情報はDBにより紐付けられる．
3© 買物散策：カードは，情報提供 Boxにかざすこ

とで，近傍商店商品の中でユーザ好みに近い商品情報

が，モニタに表示される（図 5）．図 5 では，ユーザ

が飲食店に興味があり，年代も若いため，近傍ファス

トフードのハンバーガー新製品が推薦されている．画

面を詳しく見ると，画面左上のフラッシュが，近傍商

店で 1番目の推薦商品であり，画面左下の静止画が 2

番目以降の推薦商品であり，1番フラッシュの終了に

ともない順々に左上のフラッシュ領域で表示される．

フラッシュ商品は，くわしく見るボタンを押すことで，
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図 4 情報提供 Box とマスコットの利用例
Fig. 4 Example of experiment user usage.

図 5 商品情報推薦画面（権利関係上，商品画像にはぼかしを入れ，
店名は架空のものとしている）

Fig. 5 Goods recommendation information image.

値段などの商品詳細情報を見ることができる．これら

のユーザ操作ログは収集され，商品推薦アルゴリズム

に利用される．画面右下は，星占い情報であり，認証

情報に入っているユーザ星座に基づいて，星占い情報

を取得して表示している．

マスコットは，移動中に，ユーザが具体的に興味あ

ると登録した商品や興味ジャンルに数多く適合し高い

推薦度の商品が近傍にある際に，振動および発声・発

光してユーザに商品存在を通知する．通知商品の詳細

情報を知りたいユーザは，近くの情報提供Boxのリー

ダにマスコットをかざすことで，商品情報をモニタで

閲覧できる．PDAは，センター内移動中に，近傍商

店の中でユーザの好みに近い商品情報を PDAに表示

する．
4© 端末返却：ユーザは，エルムの街から帰る際に

端末を返却するとともに，アンケートを回答する．な

お，カードは配布のため，別の日も利用可能である．

4.2 実験機能構成

実験機能構成を，図6に示す．これらの機能は，LAN

でつながっており，サービス提供時は，合成エンジン

が，STに基づいて，適切な SEを呼び出し実行する

ことで，ユーザに情報を提供する．3機関の役割分担

としては，認証やユーザ情報管理などのセキュリティ

インフラを日立製作所が提供し，コンテンツ情報管理

とユーザへのコンテンツ推薦を大阪大学が行い，それ

らの機能や画面作成機能，モニタ，アクティブリーダ

などの連携を，NTTのサービス合成エンジンが行う．

また，マスコット端末とその制御システムは日立製作

所が開発した．図 6 の各機能の概要を説明する．

受付端末：実験に参加するユーザのユーザ情報を，

ユーザ情報 DBに登録する．

登録端末：テナントより提供いただいた商品情報を，

コンテンツ DBに登録する．

マスコット：ユーザに貸与する人形で，振動や発光，

発声でユーザに商品存在を通知する．付与されたアク

ティブRFIDタグとパッシブRFIDタグで位置とユー

ザを識別する．

PDA：ユーザに貸与する PDAで，近傍の店の商品

画像をPDAに表示する．付与されたアクティブRFID

タグにより，位置とユーザを識別する．

カード：ユーザに配布するカードで，情報提供 Box

のリーダにかざすことで，情報をモニタに表示する．

貼付パッシブ RFIDタグにより，ユーザを識別する．

ユーザ情報，お気に入り商品 DB：登録されたユー

ザ情報，ユーザと端末との紐付け，具体的に興味ある

商品やお気に入り商品リストなどを管理する．

コンテンツ DB：商品情報を管理し，登録された商

品情報を広告エージェントにアドバタイズする．また，

サービス実行時は，モニタ SEからのリクエストに応

じてコンテンツを表示する．「くわしく見る」ボタン押

下時は，お気に入りリストDBに商品 IDを登録する．

認証エージェント SE：ユーザ認証を行うエージェ

ントであり，異なるドメインにユーザが移動した際も

エージェントどうしで情報交換を行い，シングルサイ

ンオンで認証する．

推薦エージェント SE：P2P（Peer-to-Peer）で動作

する商品推薦エージェントであり，ユーザ情報 DBの

ユーザ情報やお気に入り商品リストに基づいて，ユー

ザ属性，位置にマッチする商品情報を広告エージェン

トより検索する．マスコット振動時には，マスコット

に通知する推薦レベルを決定し合成エンジンに返す．

広告エージェント：P2P で動作する商品広告エー

ジェントであり，ユーザ属性や位置にマッチする商品

情報を，推薦エージェント SEに返す．なお，広告エー

ジェントは，OWL-Sを持たず，合成エンジンから直
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図 6 実験機能構成図
Fig. 6 Function configuration figure of the experiment system.

接バインドされるわけではないため，SEではない．

アクティブリーダ SE：マスコットや PDAに付け

られた，アクティブ RFIDタグを検知し，検知イベン

トを合成エンジンに上げる（認識距離 10m程度）．

パッシブリーダ SE：カードやマスコットに付けら

れた，パッシブ RFIDタグを検知し，検知イベントを

合成エンジンに上げる（認識距離 5 cm程度）．

マスコット操作 SE：通知する商品が近傍にあるマ

スコットユーザに，マスコットを指定された通知レベ

ルで振動，発光，発声させることで通知する．

画面作成 SE：ユーザに推薦する商品情報とエリア

地図，ユーザ星座に合わせた星占い情報を表示した

Web ページを作成し，その URL を合成エンジンに

返す．

モニタ SE：画面作成 SE の作った商品情報ページ

をモニタに表示する．また，商品情報表示前に，「お

待ちください」という画面を表示する．

4.3 サービスフロー

次にサービスフローを説明する．STは，リマイン

ドサービスと推薦サービスの 2つが合成エンジン上で

動作している．リマインドサービスは，ユーザ登録時

などに，ユーザが具体的に興味ある商品やお気に入り

商品を登録していた際，その商品がユーザの近くにあ

る場合にマスコットを振動させてリマインド通知する

サービスである．推薦サービスは，ユーザの位置や属

性から，ユーザ近傍商品でユーザ嗜好に合いそうな商

品をモニタや PDAに表示するサービスである．

リマインドサービスフローは以下のようになる．な

お，リマインドサービスはマスコットのみ対象である．
1©アクティブRFIDタグを付けたマスコットを持っ

たユーザが，検知範囲に入ると，アクティブリーダ SE

が合成エンジンに，該当 IDの端末が入ったというイ

ベントを上げる．
2© 合成エンジンは該当 ID端末を持つユーザが誰か

を知るため，認証エージェント SEを呼び出し，認証

情報が記載された認証チケットを発行してもらい認証

するとともに，ユーザ IDを取得する．

3©ユーザ近傍で，ユーザにリマインドする商品があ
るかどうかを，推薦エージェント SEに問い合わせる．

推薦エージェント SEは，広告エージェントと通信を

行い，登録商品あり，登録商品なしだが高推薦度商品

あり，低推薦度商品しかない，の通知レベルを返す．

4© 合成エンジンは通知レベルに応じて，マスコット
操作 SEに操作命令を出す．前 2つの場合はマスコッ

トが異なるパターンで振動と発声をし，ユーザに登録

商品や高推薦度の商品の存在を通知する．

通知されて気になったユーザは情報提供 Box にマ

スコットを置いて通知商品を調べる．その後のフロー

は，下記の推薦サービスと同じである．

推薦サービスのフローは以下のようになる．
1© パッシブ RFIDを付けたマスコットやカードを

情報提供 Boxのパッシブリーダにかざすと，パッシブ

リーダ SEが合成エンジンに，該当 IDの端末が入っ

たというイベントを上げる．

2© 合成エンジンは，ユーザ近傍のモニタ SEを検索

し，そのモニタに「待機中」という画面を表示する．
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図 7 実験システム諸元
Fig. 7 Spec of experiment system.

3© リマインドサービスと同様に認証を行う．

4© 近傍でユーザに推薦する商品を検索するため，推
薦エージェント SEに問い合わせ，推薦エージェント

SEはユーザ近傍でそのユーザに推薦する商品の商品

情報を 5個以上 10個以下で返す（リマインドされる

商品は優先度が高い）．

5© 合成エンジンは，商品情報と認証チケットを画

面作成 SEに渡し，ユーザ向けの商品画面を作らせそ

の URLを取得する．
6© 合成エンジンは，画面URLをモニタ SEに渡し

て，モニタに商品画面（図 5）を表示する．また，ユー

ザ端末が PDAの場合は PDAに商品画面を表示する．

合成エンジンは，これらのサービスフロー中で，適

切な機器や機能の発見，選択，実行を一括して行う．

機器は複数あるが，STに switch文を書かなくても，

ユーザ位置に応じて適切なモニタやマスコット操作 SE

選択を自動で行うことができる．

ここで，認証エージェント SEに日立製作所の大量モ

ビリティ対応認証技術16) を用いている．この技術は，

異なるドメインの数多くのユーザからの認証要求に

対応するため，SAML（Security Assertion Markup

Language）認証チケットを，複数の認証エージェン

ト間で引き継ぐことで，効率的なシングルサインオン

認証を実現する技術で，実験では，受付で端末貸出時

に認証した情報を引継いで，セキュアなサービスを実

図 8 実験ネットワーク構成
Fig. 8 cofiguration of the experiment network.

現する．

また，推薦エージェントと広告エージェントには大

阪大学のコンテンツ流通エージェント技術を用いてい

る．この技術は，物理的位置に応じた P2P検索技術

LL-Net 17) とメタデータマッチング18) を連携させた

技術で，実験では，ユーザ近傍かつユーザ属性に合う

商品推薦を行う．

4.4 実験システム諸元

最後に，実験システムの諸元を図 7 に，実験ネット

ワーク構成を図 8 に記す．情報提供 Boxは 101–207

までの 20エリアに設置され，受付端末，商品登録端

末，各種データベースなどといくつかのハブを介して，

100Base-TXの Ethernetで接続されている．各情報

提供 Boxには，図 7 のとおり各種機器が入っており，

合成エンジンや認証エージェント SE，広告エージェン

トの PCなども各情報提供 Boxの中に散在している．

5. 実験結果と評価

実験は 2006年 2月 4日から 3月 5日の 1カ月にわ

たって行われ，合計 2,252名のユーザに利用していた

だいた．なお，カードは配布したため，カードリピー

タはカウントされてない．実験のログデータとアン

ケート（769名回収）を通して，実験目的事項を評価

する．

5.1 実験目的事項の評価

1© サービス合成エンジンの処理性能

本実験では，サービス合成エンジンが，RFIDリー

ダによるユーザの検知イベントに応じて，認証，推

薦などの各種 SE を呼び出してサービスを合成する．

図 9 の (a) に，推薦サービス ST の合成エンジン処

理時間の典型例を示す．左の行が STの制御タグであ

る．OnMessageは非同期イベント受信，lockは lock

タグで囲まれた範囲の処理の排他，copyは SE間のパ
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図 9 サービス合成エンジン処理時間
Fig. 9 Process time for service composition engine.

ラメータ引継ぎ，invokeは SE のメソッド呼び出し，

searchは利用候補 SE の検索，selectは利用候補 SE

からの選択である．中央の行が各処理の概要であり，

右の行はエンジンログのタイムスタンプより分析した

処理時間である．

各処理概要の補足をする．最初の copyでは，パッ

シブリーダ SE からの「ユーザ位置」（数 byte）を，

モニタを選択する際の評価関数の「ユーザ位置」にコ

ピーしている．今回の実験では，多くのパラメータは

数十 byte 程度のサイズだが，推薦エージェント SE

から画面作成 SEに引き継ぐ推薦商品情報は，商品数

が 10個程度ある場合は 1 kbyte程度のサイズとなる．

また，searchでは，SEデータベースより表示機能を

持つモニタ SEの OWL-Sの Profileを取得する（モ

ニタ SE は 20 個，profile.owl のサイズは 2 kbyte 程

度）．selectは，ユーザ位置と SEの Profileに基づい

て近傍の SEの点数が高くなる評価関数で点数を付け，

高得点のモニタ SEを自動選択する．

図 9 (a)から分かるように，適切なモニタを検索，選

択する処理と一部パラメータ引継ぎに，0.3秒程度か

かる以外は，ほとんどの時間が SEに SOAPメッセー

ジでメソッドを呼び出しその結果が返ってくるのを待

図 10 ユーザアンケート結果（769 名）
Fig. 10 Results of user enquete.

つ時間である．すなわち，合成エンジンの処理時間は

きわめて少ない．

また，各 ST の全ログの平均処理時間と平均メモ

リ使用量を図 9 (b)に示す．平均処理時間はパッシブ

RFIDタグのイベントを受け付けてからモニタにコン

テンツを表示するまでの平均処理時間は 5.67秒，ア

クティブRFIDタグのイベントを受け付けてからマス

コット振動指令までの平均処理時間は 1.33秒と，問

題ないことが分かる．標準偏差がやや大きいが，実験

ネットワークにバースト的にトラフィックがかかった

際に，推薦エージェント SEのレスポンスが劣化する

ため，その影響が標準偏差の大きさに表れている．メ

モリ使用量に関しては，推薦 STは 9MB～14MBの

間を，リマインド STは 7 MB～13MBの間を推移し，

ガーベージコレクションによりメモリ使用量が減る形

となっている．メモリ使用サイズも問題なく，より多

くのユーザの同時利用や，より多くの STが合成エン

ジン上で動作させることも可能である．

また，図 10 IVのアンケート結果からも，モニタに

コンテンツが表示されるまでの時間は，大半のユーザ

から許容範囲との回答を得ている．

以上の結果より，Semantic Web記述を解釈し，動

的に SEを発見，バインドする処理も実行性能上問題

ないことを確認した．Semantic Webを用いたサービ

ス合成で実用的なフィールド実験を行った研究は少な
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いが，処理性能に関して実用性を検証できた．
2© 仕様変更に対する対応容易性

今回実験期間中に，画面遷移に関する仕様変更の依

頼がエルムの街よりあった．具体的には，カードをパッ

シブリーダに置いた際，商品画面が表示されるまでに，

認証，推薦，画面作成ステップが入り，5秒程度かか

るが，心理的待機時間を減らすため，カードを置いた

直後に，「現在読み込み中，少しお待ちください」と

いう表示を出すというものである．

従来の密に結合したシステムの場合，パッシブリー

ダからのユーザ検知イベントがイベントリスナに通知

された後処理として，Windowsの Internet Explorer

componentなどのAPIを利用して「お待ちください」

といったテキストや画像を表示するようにプログラム

を変更し再度コンパイルする必要がある．その際に，

変更すべきプログラムの該当部がどこかの確認や，変

更した際に別処理に悪影響が出ないかを検討する必要

があり，該当プログラムを作成したプログラマ以外で

は，迅速な変更は困難である．また，プログラムのた

め，コンパイラや開発環境が必要になる．

今回の実験では，パッシブリーダ SE，モニタ表示

SE，画面作成 SEは，コンポーネントとして独立であ

るため，プログラムには手をつけず，指定の読込画面

をモニタに表示する処理を STにテキストを 2行追加

するだけで，仕様変更に対応できた．ST変更は 5分，

入れ替えた STで 5台の合成エンジンの動作確認も 30

分で終えることができた．利用したツールもWindow

の notepad だけであり，特に専門知識や開発環境を

持たない第 3者が STを数行変更するだけで仕様変更

に対応できる．また，STを書き直す際も，状況やエ

リアごとに switch文を書くわけではないので，SEの

メタデータ変更やエンジンごとに STを変える必要は

ない．
3© 開発効率

サービス合成技術を用いて，NTT，大阪大学，日

立製作所の既存機能を連携することで，開発効率は

高かった．今回合成エンジンが連携する機能は，認証

エージェント SE，推薦エージェント SE，モニタ SE，

アクティブリーダ SE，パッシブリーダ SE，マスコッ

ト操作 SE，画面作成 SEであるが，前 4つは既存機能

をそのまま利用できた．NTTの新規開発は画面作成

SEだけであり，1 k line程度の開発規模にすぎない．

また，結合試験稼動も，各機関 SEの単体試験を行っ

た後に結合試験を行うため，STの invokeタグを中心

に試験を行えばよく，試験稼動も従来に比べて削減で

きている．今回の実験では，2月開始に向け，1月 1週

目より結合試験を始めて 3週目までの試験で，十分な

品質で実証実験を行うことができた（実験中無停止）．

従来の BPELによるサービス連携では，連携する

個々のWS を実行前に設定する必要がある（ベンダ

実装依存があるが，BPELファイル自体にはWS の

ポートタイプだけ記述し，どのWS とバインドする

かのバインド情報は設定ファイルで持つ形と，WSの

ポートタイプ名を変えBPELファイル自体に別のポー

トタイプとして記述する形がある）．そのため，同じ

ような動作をするサービスフローであっても，モニタ

SE など場所に依存する SEが各 20個ずつあるため，

BPEL＋バインド設定ファイルを 20パターン用意す

るか，BPELファイルを 20ファイル用意する形とな

り，設定稼動，試験稼動が大きくなる．また，1つの

BPEL ファイルで行う場合は，switch 文で全パター

ンを記述する必要がある．あるいは，共通的に利用さ

れる処理をサブ BPELの形で上位 BPELからはWS

として見せる方法があるが，前述のとおり，バインド

されるWSを特定するため，サブ BPELとその設定

ファイルを 20パターン準備する形となる．

サービス合成では，ユーザコンテキストに応じて利

用可能な SE 候補の Profileを参照し，動的に利用す

る SEを選択して実行する形なので，合成エンジンに

入力する STは 1ファイルで済む．
4© ユーザ状況に応じた適切な SEの選択

サービス合成では，ユーザ状況に応じた適切な機

器，機能を選択して合成する．本実験では，ユーザ位

置をもとに，20 のモニタからユーザ近傍モニタを選

択して表示している．具体的には，ユーザ位置と SE

の Profileに基づいて近傍の SEの点数が高くなる評

価関数で点数を付け，高得点モニタを選択してバイン

ドする．また，表示機器として PDAを使用する場合

は，ユーザ位置に応じて近傍商品を PDAに表示する

ことができる．図 9 の合成エンジンログより，モニタ

検索と選択には，合わせて 0.3秒しかかかっておらず，

状況に応じた SE選択が十分可能であることを示して

いる．

また，このようなユーザに合わせたカスタマイズが

望まれるかのアンケート結果（図 10V）でも，星占い

だけでなく天気など個人にカスタマイズされたサービ

ス提供を望むという意見が 8割を占めており，本技術

のニーズが高いことを示している．

5© 買物支援サービスの評価

2,000 名を超えるユーザに参加いただき，8 割の

ユーザから今後利用したいという意見を得られるな

ど（図 10 I），買物支援サービスはおおむねユーザに
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受け入れられた．コンテンツ表示時間も問題ないとい

う意見が大半である．しかし，図 10 IIIの推薦の適合

率に関しては，半数しか肯定意見を示していない．こ

れは，推薦ロジックが，ユーザ属性と利用履歴学習に

よるため，1回の体験では履歴が少なかったためとい

えるが，適合率を高くするための改善が必要である．

また，商品情報を提供するエルムの街ショッピングセ

ンターから，情報登録に関する不満はほとんどなく，

運用に関して問題はなかった．

今後は，図 10 IIのとおり，ユーザから要望が多かっ

た，携帯電話をユーザ IDにして情報提供できる方法

の検討（携帯番号や携帯付属の Felica IDなどをユー

ザ IDとして利用），購入履歴情報との連携による推薦

高度化，表示情報をユーザがカスタマイズ可能にする

ための ST変更GUIエディタ整備などを進め，ショッ

ピングセンター向けソリューションとして提案する．

5.2 今後の課題

今回の実験では，機器設置後に動作確認試験を全 20

エリアで行ったため，確認稼動のコストは大きかった．

これは，IP アドレスや WSDL 設定ミスなどによる

誤動作を防ぐためと，実ユーザに利用してもらうため

念を入れ，全エリアで推薦商品妥当性を含めた確認を

行ったためである．今後は，SEの OWL-Sをデータ

ベースに登録する際，該当 SE が Grounding 記述を

介してアクセス可能かの試験ツールを開発し，それが

通れば確認試験は省くなどの稼動を減らす工夫が必要

である．

実験ではモニタに表示する商品情報画面をユーザご

とに動的に作るが，デザインや画面遷移の作り込みが

多かった．認証，商品推薦などの機能連携は合成エン

ジンにより容易にできるが，画面デザインに凝るほど

その分の開発規模が増えてしまった．Portletなど，画

面部品のWSも出てきているため，画面部品を SEと

して連携する方法も検討する必要がある．

サービス合成技術の特徴として，異なるメタデータ

どうしの関係をオントロジ DBに登録し，同値クラス

やサブクラスを代替 SEとして発見し利用することが

できるが，本実験では関係機関要望になく検証できな

かった．別機会に実フィールドで検証して報告したい．

5.3 産学連携による利点と課題

大阪大学，日立製作所との連携で，NTTにない機

能を SEとして利用することで，迅速に買物支援サー

ビスを実現できた．著者らの技術は，WSや UPnP，

Semantic Webなどの標準をもとに，状況に応じて機

能連携する技術であり，標準技術がベースであるため

スムーズな連携が可能であった．

しかし，今回，3機関で開発を行ったが，設計や試

験などで多くの文化的違いがあった．具体的には，以

下のようなものがある．

• 個別開発，結合試験スケジュールを，企業側は悲
観的にとるが，大学側は楽観的であり調整が必要

である．

• 企業側は実験直前や実験期間中のプログラム変更
に消極的だが，大学側は積極的である．

• 設計資料の書式が各機関で異なるため，全体設計
書を作成する稼動が大きい（シーケンス図と機能

ブロック図で書く機関があれば，まったく別書式

の機関もある）．

文化的違いをどちらかに合わせるのは困難をとも

なうため，標準モデリング言語である UML（Unified

Modeling Language）などを用いた設計や，プロジェ

クトマネジメント標準であるPMBOK（Project Man-

agement Body Of Knowledge）などを参考にしたス

ケジューリングの採用が効果的と考える．

また，各機関の提供 SEのメタデータ付けは著者ら

が独自に行ったが，未知の機関どうしの連携を容易に

するためには，共通に利用できるメタデータオントロ

ジが必要である．ユビキタス環境に利用できるオント

ロジとして，Pervasive Computing Standard Ontol-

ogy 19) などが提案されており，それらの適用を検討

する．

6. 関 連 研 究

ネットワーク上のサービスコンポーネントを連携さ

せ，サービスを提供するという従来手法としてはい

ろいろあるが，対象，想定が本研究と近いものとし

て，BPEL 10)，STONE 20)，Ninja 21) などがあげら

れる．BPEL，STONE，Ninjaは，本研究の STと同

様に，それぞれBPEL文書，サービスグラフ，Pathと

いう，サービスコンポーネントの連携手順記述に従っ

てサービスを合成する．BPELは，WSDLに強依存

のため，他のWSの代替が困難であることを 2章で述

べた．そのため，BPELを相補する技術として，WS-

CDL 22)（Web Services Choreograhphy Description

Language）が検討されているが，実装は進んでいな

い．STONEは，単機能コンポーネントを入出力イン

タフェースに独自の名前付けをし，名前一致のコン

ポーネントのみバインドすることで接続性を保証して

いるが，その独自性ゆえ拡張性や普及容易性にかける．

本研究では，標準であるWSと UPnPデバイスのイ

ンタフェース情報に意味的メタデータを付け，検索時

はメタデータとそのOWLリンクを用いて検索し，実
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行時に実際のインタフェースに変換して呼び出すこと

で，柔軟な合成を実現している．

本研究と同様，Semantic Web 技術を用いてサー

ビス合成する試みに，Task 23) や Ubiquitous Service

Finder 24)がある．Taskでは，デバイスやオブジェク

トをすべてサービス化し，それをOWL-Sで記述する．

SEにあたるものをサービスと呼ぶが，ユーザがいる

エリアで利用可能なサービス群の中で，あるサービス

の出力が次のサービスの入力になる 2 つのサービス

の組合せ候補が提示され，手動で組合せを選択し合成

サービスを実行する．Ubiquitous Service Finder も

同様に，入出力がマッチするWSを順次呼び出し数珠

つなぎに合成を行う．Taskと本研究の違いとしては，

Taskがエリア内の，あるサービスに組み合わさる他

のサービスを探す形で，個々のサービスに注目してボ

トムアップ的に合成するのに対し，本研究はまず欲す

る合成サービスを STとしてユーザが指定し，それに

合う SEを発見し合成する形で，トップダウン的な合

成を目指している．これらは相補的といえるが，Task

ではエリア内のサービス数が増えた場合に組合せ候補

が増えすぎユーザの手動選択が困難，1つずつつなげ

ていく形であるため分岐やループなどの複雑なサービ

スの実現が困難，という課題がある．本研究は，欲す

る機能を ST に記述したカテゴリに絞っているため，

カテゴリごとに適切な SEを選択するため選択が容易

であり，また STに分岐，ループなどのタグを記述す

ることで複雑なサービスも実現可能である．また，SE

利用履歴から STを自動生成するボトムアップ的仕組

みの検討も行っている4)．

文献 3)は著者らの以前の研究であり，1つの STで

同等機能を持つ複数の SEを交換可能とする概念は類

似だが，技術，実装工夫の点で大きな差異がある．

技術的には，文献 3)は単に同等機能の SEの交換可

能性を実現するだけだが，本研究は，同等機能の SE

からユーザコンテキストに応じて適切な SEを選択す

る方式を考案・実装しており，コンテキストアウェア

サービスを可能としている7)．また，文献 3)では SE

としてWS のみ対象としていたが，本研究は UPnP

など別コンポーネントも同じ STから利用できるため，

拡張性が高い．さらに，メタデータ関係を手動記述す

る形から，オントロジマッピング13)を利用してOWL

リンクを機械的に抽出する方式を考案，実装している．

実装工夫の点では，文献 3)では独自記述だった SE

や STを Semantic Webや BPELなどの標準を利用

した形で実装している．特に，文献 3)では，意味的

メタデータから具体的処理への変換を SE側で行って

いたが，Grounding を用いて合成エンジン側で行う

ことで，市中のWSや UPnPをそのまま利用できる

ようにしており普及の障壁を下げている．また，合成

エンジンの提供形態として，単数 STをローカルのエ

ンジンで実行する形から，複数の STをネットワーク

を介して同時に起動可能に実装しており，これにより，

今回の実証実験のように多くのユーザの同時利用を可

能としている．

7. ま と め

著者らが開発したサービス合成技術と，大阪大学の

コンテンツ流通エージェント技術，日立製作所の大量

モビリティ対応認証技術を連携して，買物支援サービ

スを実現し，エルムの街ショッピングセンターで実証実

験を行った．実証実験と開発を通して，仕様変更に対

する対応容易性，合成エンジン実行性能，既存 SE利

用による開発効率有効性を検証できた．しかし，ユー

ザ表示画面の作り込みと，確認試験稼動をどのように

低減していくかは今後の課題である．今回，産学連携

の取組みとして，大阪大学，日立製作所との連携を行

い，自組織だけでは持ちえない技術の連携により迅速

なサービス実現が可能であった．また，産学連携開発

をより効率的に進めるためには，共通のモデリング手

法，標準技術採用が重要であるとの知見を得た．

今後の予定としては，サービス合成技術をより多く

のユーザに利用してもらうため，合成エンジンをイン

ターネット上のサーバに配置し，携帯電話で合成エン

ジンにアクセスし様々な SEを合成可能にする，ネッ

トワークサーバ型合成エンジンの研究開発を行う．さ

らに，ST作成を容易にする GUIエディタ，オントロ

ジマッピング技術を用いたメタデータ自動付与ツール

の研究も推進していく．また，実験を行った買物支援

サービスに関しても，ユーザ意見を反映させて，より

便利でカスタマイズ可能なものとして，ショッピング

センター向けソリューションとして実用化を目指す．
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